
事業の実施状況等について (令和７年度期末）
【淀川区】　　（受託者等：　一般財団法人大阪市コミュニティ協会）

１　地域活動協議会の現在の状況についての分析（期末）（受託者が記入）

２　支援の内容及び効果等（１）　（受託者等が記入）
（※）Ⅰ・地域課題やニーズに対応した活動の実施　　・法人格の取得
　　　Ⅱ・これまで地域活動に関わりの薄かった住民の参加の促進　・地域活動協議会を構成する活動主体同士の連携・協働（担い手の拡大を含む）【地域活動協議会内部】
　　　　・地域活動協議会を構成する活動主体同士との連携・協働【外部との連携】　　・Ⅱ地域公共人材の活用
　　　Ⅲ・議決機関（総会・運営委員会等）の適正な運営　　・会計事務の適正な執行　　・多様な媒体による広報活動

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

○ ○

○ ○

○ ○

・ホームページのアーカイブが埋もれないように新しいツール（noteなど）でア
ピールし、広める必要がある。

イ．幅広い世代の住民の地域活動への参加・
参画を促すための事業の効果的な実施支援

②担い手獲得や参加の拡大を意識した、新た
な事業の企画・実施支援
③まちづくりセンター広報紙やfacebook、各種
媒体を活用した情報発信

■区役所流入出が一番多い3月と地域の夏まつり等にあわ
せ、7月に広報見本市を実施、地域活動の紹介を実施した。
■地区防災計画改定冊子を情報コーナーに配架。さらに広
報見本市の時にも配架した。

・地域の情報を横並びに見ることができ、それぞれの地域間
で刺激になっている。チラシのクオリティーもあがってきてい
るように思う。
・地区防災計画を配架することで、地域の防災を広める機会
となった。

・広報見本市は、区役所に来庁する一般の市民の方も熱心に見ているの
で、今後も続けていきたい。チラシだけでなく、地域が発信しているSNSの情
報も広報する場にしていきたい。

ウ.自主財源の獲得に向けた情報提供や申請
等手続きの助言・指導

①地域活動協議会やその構成団体に対する
各種助成金等の情報提供、申請支援

■地域からの要望はなかったが、まちづくりセンターでは都
度情報収集をおこなった。
阪急阪神夢プロジェクトを三国商店街活性化プロジェクトに
紹介した。

・支援依頼にあわせて情報提供が行えるように情報収集す
ることで、相談窓口として地域課題に備えることができた。

・必要に応じた情報提供は必要だと考える。

項目（※）
事業者選定時における企画提案

（事業計画書）の概要
支援状況（実績） 左記の支援効果 左記の状況及び効果を踏まえた課題分析と今後の改善策等
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仕様書「６　業務内容（１）」
地域活動協議会の自律運営にかかる積極的
支援ア～サ
ア．若い世代やマンション住民、転入者など、
今まで地域活動に関わりの薄かった層の地
域活動参画の促進、地域における担い手育
成や人材育成への助言・指導

①SNSを活用した情報発信

■地活協パンフレット、町会ってなぁにの配架、ホームペー
ジ、facebook、Instagramの運営、区役所内地域情報コー
ナーの活用をおこなうことで、幅広い世代の参画を促した。
■ホームページにこれまでの企業、専門学校等との連携事
例を掲載した。

・広報では、Facebook、Instagram、ホームページ運営など、
一定の情報提供につながったと思われる。
・企業、専門学校等との連携事例をアーカイブとして掲載す
ることで、連携のイメージを具体的に地域や企業等に伝える
ことができた。
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(1)「Ⅰ　地域課題への取
組」についての分析

・ターミナル駅周辺のオフィスビル地域、工業地域、古くからの住宅密集地域、区画整理中の地域等、
区内18地域それぞれの地域特性は大きく異なっている。
・地活協設立以降、地域活動のあり方を少しずつ変化させてきた地域と、従来からの活動をそのまま
続けている地域との差が大きくなってきている。役員変更を期に地域が変わってきた事例を考えると、
地域内での力関係が活動に大きな影響を与えていると考える。
・淀川区は河川に囲まれて地盤が軟弱な事もあり、災害時には古い木造住宅の被害や液状化被害が
想定される。さらに新大阪駅、阪急線、御堂筋線、JRなどの交通網を抱えていることから、帰宅困難者
対策も大きな課題である。区内にある事業者、学校関係、福祉施設などとの連携を強化し日ごろから
の関係性を築いていく必要がある。
・2023年からすすめてきた、地区防災計画改定により、現在13地域で地区防災計画が完成し、5地域で
改定をすすめている。地区防災計画を踏まえた防災の取り組みを進めると共にPDCAサイクルを回す
システムの構築が必要である。
・子どもの見守り、地活協役員の次世代育成、地域の財源確保、地域情報の発信、災害時の避難所開
設・帰宅困難者対応など地域特性に応じた対策が必要と考える。

(2)「Ⅱ　つながりの拡充」に
ついての分析

・区内に企業・NPO・専門学校が多いという特色をいかした、地域とのつながり強化が期待できる。
・防災面において、土曜授業などを通して学校と地域との連携を強くし、啓発に努める必要がある。ま
た、高校を巻き込んだ防災の取り組みをすることで地域防災力の向上が見込める。
・新しく流入してきた住民への地域活動協議会の情報発信、町会加入促進、新規マンションと周辺地域
との連携強化が必要と考える。

(3)「Ⅲ　組織運営」について
の分析

・全18地域に対して、地活協組織運営、会計の透明性について市民協働課（まちセン同行）による認定
要件確認を行い、概ね規約に基づいた運営がなされていたが、一部地域では不備もみられた。引き続
き、指導、助言が必要と考える。
・旧態依然の体制をとっている地域では、若い人の声が届きにくく、地活協としての理解を深められて
いないように見受けられる。人権に対する理解を役員が深め、風通しの良い運営ができるような体制
作りが必要である。
・補助金新システム導入による地域負担削減にはまだ至っていない。
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仕様書6　業務内容(2)
多様な主体との連携・協働の促進
ア．多様な課題をNPO、専門学校、企業等、
地縁型団体等多様な主体と連携・協働し地
域活動についての理解が深まるよう助言・指
導し、地域の活性化を推進する
①専門学校の特性・マンパワーを活かした地
域事業との連携促進
地域課題解決に取組む団体・NPO等の支援、
地域との連携促進

■友ランゲージアカデミー（日本語学校）と連携、地域との
連携をすすめるにあたり、学生に向けての防災取組の講座
を実施
■大阪こども専門学校との連携（十三、西中島、神津）
■大阪ウェディング＆ブライダル専門学校と盆踊り大会での
連携（十三、西中島、神津）
■大阪ベルエベル専門学校と三津屋地域ハロウィンでの連
携
■ダンスJUNPSと神津地域盆フェスでの連携

・淀川区の資源の一つである、専門学校との連携は、担い
手不足解決、活性化につながっている。また、地域が自主
的に専門学校とコンタクトをとる動きにもなってきている。

・協力いただいている専門学校が固定化してきたので、新たに開拓していく
必要がある。特に盆踊り期間は複数地域での依頼が重なり、専門学校にも
負担をかけているように見受けられる。協力校を複数作ることで、この様な負
担を軽減することが良い関係性を長く続けるためにも必要と思われる。

コ　地域が行う防災訓練及び地区防災計画
更新等の支援
①地域防災、地区防災計画の更新もしくはマ
ニュアル等の作成支援

■地区防災計画
　宮原、木川、木川南、田川、木川南の5地域を対象に実施
した。
指導者:三重大学　川口教授、大阪公立大学　杉山講師
■西中島防災訓練にてまちセンより「今を生きる私たち。過
去の災害から考えること」をテーマに座学実施
■十三地域防災学習デーにて防災ビンゴを児童向けに実
施

・地域の特徴を加味した地区防災計画改定をすすめる中
で、リアルタイムな情報を得る事ができた。また、改定に携わ
る地域担当者の防災意識は確実にあがっている。さらに、編
集作業を担うために役員以外から担い手を捜すなど人材の
発掘につながった。

全地域改定がいったんは終了するが、PDCAを回しながらブラッシュアップし
ていく手法を伝えていく必要がある。

サ.地域のICTリテラシー向上の支援
①ICTを活用した地域運営

■よどまち未来セッション
　Yodo-Miraiフェス内でキャッシュレス決済PayPay実証実験
実施。
■地域の主要メンバーへの円滑な情報共有のためにBAND
を使用・活用した。

・新東三国地域が当日にブースを出店し、実際にPayPayを
体験してもらった。
・BAND利用により、地域主要メンバーに一斉配信し、情報
共有をすることができた。

地域イベントでのPayPay利用にはまだ至っていないが、利便性を伝えながら
利用につなげていきたい。

ク.地域自らが課題解決を行う支援
①地域課題の解決に向けた勉強会などを実
施

■HUG実施
・3/1　田川地域HUG避難所開設訓練（地域主体で実施で
きるよう支援）
・2/21　北中島地域HUG実施（地域主体で実施できるよう支
援）
・2/15　田川地域にて女性を対象とした防災HUG実施
・9/7　新高地域HUG実施

・北中島、田川地域では地域主体で当日の運営をおこな
い、振り返りを丁寧に実施したことで、地域防災力につな
がった。

・新高地域では3回目のHUG実施となったが、地域内でHUGの運営者が見
つからないことから地域主体での実施に至っていない。次年度は地域主体
で実施できるように指導したい。

ケ.町会加入率増加に向けた取組
①地域活動協議会を通じた町会（第一層）支
援

■町会ってなぁに　チラシを情報コーナーに配架
■近隣カフェに配架依頼した

情報コーナーに配架しているチラシの減り具合から、区役所
来庁者の手に渡っていると考える。

地域独自の内容にしてデータを地域へ提供できればと考えいる

カ.NPO等の法人化を希望する地域活動協議
会に対しての情報提供や申請手続きの助言

①様々な法人格取得に関する情報提供、法
人化設立に向けた適切な助言・指導

■今年度はNPO等の法人化を希望する声はきかなかった。

キ.地域ノート（カルテ）充実の支援
①地域ノート（カルテ）充実に向けたデータ提
供

地域ノートを活用する場を作ることができなかったことは反省
点として残っている

地域での活用の場を視野に入れた内容にするなど、内容に
工夫が必要である。

・数値の見直しなど、内容をブラッシュアップしたいと考えている。

エ.地域活動協議会が行政の委託事業を受
託するためや地域課題をビジネス手法で解
決するための助言・指導

①地域課題解決につながる行政の委託事業
情報を提供・支援

■行政委託事業がなかった

オ.地域活動協議会の事務局機能拡充に向
けた支援や、開かれた組織運営、会計等の
透明性確保に向けた助言・指導

①事業計画書及び事業報告書作成を適切に
作成するための支援
②地域活動協議会の組織や会議の適切な運
営のための助言
③組織運営強化および会計事務強化を目的
とした新任役員研修

■会計等の透明性の確保に向けた助言・指導
・全18地域に対してR7年度実績報告書、R8年度予算申請
の提出書類のチェック、指導を行った。
さらに、地活協補助金新システム導入にあたり、新東三国、
東三国地域の助言・指導をおこなった。
（宮原地域は予算申請のみとなった）
・R7年度活動補助金の使途について適切な使用がなされる
よう、都度、区役所に確認をしながら指導を実施した。
■開かれた組織運営に向けた助言・指導
・市民協働課と6月に認定要件確認、12月に会計説明会を
おこなった。
6月認定要件・・・全地域、12月会計説明会・・・全地域

・各地域とも概ね、地域が自主的に予算申請、実績報告書
を作成し期限までに提出できる状況にある。
・認定要件確認は地域での運営状況を確認するうえで非常
に有効である。毎年実施することで、徐々に地活協としての
形ができあがってきている。
・地活協補助金新システムの導入に伴い、地域とまちセンで
確認しながらの予算申請、実績報告処理をおこなった。

・地活協設立以降、地域の役員交代等で当初のような地活協についての説
明がされないまま地域活動が進んでいる。新任役員研修、認定要件確認な
ど、地道に説明を続けることが必要であると感じている。

・新システムについては、今後どのような問題が生じるかは、未知の部分が多
分にある。地域が混乱しないように都度対応していきたい。
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３　支援内容及び効果等（２）（受託者が記入）

事
業
の
実
施
体
制
等

（１）自由提案による地域支援の
実施状況

（企画提案書（事業計画書）等で
受託者が提案したもの）

・まちづくりセンター広報紙「まちセン通信
の発行、区役所1階情報コーナー運用、ま
ちセンfacebookページの運用、公式LINE
アカウント運営、地域facebookとの連携等
により、地域活動に関わりの薄かった世代
等への情報発信が期待できる。

・区役所1階情報コーナー運用、まちセンfacebookページの
運用、公式LINEアカウント運営、地域facebookとの連携等に
より、地域活動に関わりの薄かった世代等への情報発信を
おこなった

（２－２）フォロー(バックアップ)体
制等

・本事業を複数区において受託してきたノ
ウハウや人材を活用して、本事業を推進
する。
・本部にて事務責任者1名がまちづくりセ
ンターの業務を統括し、スーパーバイザー
がまちづくりセンターの総合管理かつ業務
責任者を指揮・総括する。

■毎月、大阪市コミュニティ協会が受託している9区のアドバ
イザー会議において、他区の活動について情報共有でき
た。
■大阪コミュニティ協会研究室で作成している“C-ラボ”サイ
トにて、他区情報を発信を行っている。淀川区まちづくりセン
ターでのFacebookやホームページに“C-ラボ”サイトをリンク
し情報を発信している。

本部スタッフ、他区アドバイザーとの情報交換をアドバイ
ザー会議外でも常におこなっている。様々な専門的立場か
らの意見交換が行われており、市内9区で受託しているス
ケールメリットを活かした効果的な支援につながっていると
考える。

・大阪市コミュニティ協会が受託している9区、それぞれの事情は違うが、情
報を共有し、スケールメリットを活かした支援が更にできるようにしていく。

（３）区のマネジメントに対応した
取組

・市民協働課と都度、情報交換を行い、十
分にコミュニケーションを図りながら事業を
推進する。その他、地域担当職員、防災
担当職員、福祉担当職員、区社協職員な
どとも情報共有を図りながら事業を進め
る。

■市民協働課と日常的に円滑なコミュニケーションをとって
いる。また、区役所の地域担当職員、防災担当、福祉担当、
区社協などと密に連絡を取り合い、情報交換を図った。さら
に、区政会議、部会議などにも出席した。

・こどもの居場所ネットワークなど様々な会議に出席すること
で、地域内組織や団体の連携強化につながっただけでな
く、地域担当職員、防災担当、福祉担当、区社協などと円滑
な情報交換につながった。
・福祉系の参加者と情報交換することでまちセンスタッフの
視野が広がるきっかけとなった。経験や情報を地域に伝える
ことができた。

・市民協働課、地域担当職員、区社協等との良好な関係性を継続しながら、
今後も積極的な相互連携の強化を図っていく。
また、区方針、政策を地域へ政策展開できるよう、さらに情報収集につとめ
る。
・福祉系の方との情報交換をする場が少ないので、貴重な情報収集の場と
なった。地域へ具体的な提案をしていきたい。

・区役所1階の情報コーナーを整備・運用し情報発信につと
めた。定期的な情報発信を紙ベースとWEB上で提供するこ
とで、地域に対する関心を持ってもらうきっかけづくりになっ
た。

・即時性のあるSNSを継続させる。また他区の事例発信するなど情報発信を
するよう努めたい。

（２－１）スーパーバイザー、アド
バイザー及び地域まちづくり支援
員の体制

・淀川区まちづくりセンター　アドバイザー
が業務責任者、地域支援員を兼務して常
勤（週5日）
・地域まちづくり支援員3名が地域活動協
議会の運営を支援するために常勤（週5日
が1名、週4日が2名）

■業務責任者1名、アドバイザー1名を置いてのまちセン運
営とした。
また、地域担当制にし、地域、区役所の地域担当職員との
良好な関係を築いた。さらに、本部、他区まちセンとのス
ケールメリットを活かした情報交換をおこなった。
■多様な専門性の向上に努めるため、まちセンスタッフが自
主的に、各種勉強会、セミナーなどに参加。

・地域会議、地域行事に支援員が顔を出すことで地域の事
情に精通するようになり、効果的な支援につながっている。
さらに、スタッフ間で勉強会等の情報共有、民間の研修に参
加するなどスキルアップにつとめた。

・まちセン内では常にスタッフ間で情報交換を行っている。まちセン業務が偏
らない様に業務責任者、アドバイザー、支援員とのコミュニケーションを密に
行っていきたい。

カ．地域活動協議会やNPO及び企業等が連
携した取り組みについて、事例の情報発信を
行い、全地域が共有できるようにして連携促
進を図る
①まちづくりセンターホームページ及び広報紙
での周知

・まちセン運営のSNS・ホームページにて地域との連携事例
を発信。

・他地域、他区の事例を発信することで地域活動を進めるヒ
ントとなった。

・まちセンホームページへ内容の見直しを行ったが、サイトを充実させること
で更なる情報提供を行う必要がある。

支援
事業者選定時における企画提案（事

業計画書）の概要
支援状況（実績） 左記の支援効果 左記の状況及び効果を踏まえた課題分析と今後の改善策等

ウ．新たに地域活動協議会やNPO、企業等と
が連携した取り組みを行う
エ．多様な活動主体間の連携協働を行い、
地域特性に応じた具体的なコーディネートを
行う
①地域との連携に積極的な企業・事業所との
マッチング

・明治フレッシュネットワークと北中島地域との連携（宿題ひ
ろばでの見守り、防災訓練）
・新コスモス電機　野中地域防災フェスにブース出展
・㈱ニュージェック　野中地域防災フェスにブース出展
・高知家　野中、神津地域防災訓練ブース出展
・JPモーメントと三国商店街活性事業
・西中島の薬剤師高見さんと三国いきいき教室での講義連
携

・「人・物・金」を一方的に提供するだけの関係は、企業の業
績や方針、あるいは地域側のニーズの変化によって途切れ
やすいという弱点がある。しかし、明治フレッシュネットワーク
と北中島地域での事例のように「できることを、お互いに無理
なくゆるく続けていく」というスタンスを共有できたことは、双
方のハードルを下げ、信頼を日常化させる効果があった考
える。

・好事例を横展開するために、まちセンホームページ、SNS等で広報するた
けでなく、ここまでに至るストーリーを伝えることも必要だと考える。

オ．多様な課題を的確に支援するため、淀川
区社会福祉協議会などの専門性を有する団
体との会議等に積極的に参加し、そのつなが
りを地域への支援に有効活用する
①淀川区社会福祉協議会との連携を活かした
支援

・子ども居場所ネットワーク会議参加
・生活支援体制事業会議出席
・社協主催　防災フェスに防災ボトルワークショップブース出
展

・区社協との良好な関係の中での取り組み・連携であったと
考える。

・社協・包括センター・福祉施設との良好な関係の中で、情報交換することが
できた。今後もお互いの強みを活かせる連携をさぐっていきたいと思う。

イ．多様な主体相互の情報交換や連携の促
進が図れるよう、テーマ型団体同士の交流会
を開催
①地域課題解決に取り組む多様な主体の交
流の機会づくり

■よどまち未来セッション
・yodo-Miraiフェス
5月18日（日）　PARK DAY(加島地域)で実施。
イベントでのキャッシュレス販売の実証実験。
・ホワイトボードミーティング3回講座
10月16日（木）、11月11日（火）、11月25日（火）
淀川区役所会議室で実施。効率的で民主的な話し合いの
場作りを作るための手法を学ぶ場とした。

・よどまち未来セッションでは地域が自律的に地活協を運営
できるような内容で実施した。特にホワイトボードミーティング
は地域での会議のあり方を変える手段として有効であった。

・ホワイトボードミーティングでは参加者のアンケート評価が高かった。単発で
終わらせず、バージョンアップした内容で継続させる必要性を感じている。

事
業
の
実
施
状
況
及
び
効
果

「
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４　区の方針・戦略を踏まえた今年度の重点支援策（取組）の状況及び効果等（受託者が記入）

地域が抱える課題解決に向け地域が自律
的に取り組むための、中間支援組織（まち
づくりセンター等）との連携による地域特
性に応じた支援

■地区防災計画改定を行った田川地域で、HUG・女性視
点でのHUGを実施するなど、防災取組について積極的に支
援をおこなった。

・地区防災計画改定プロジェクトの中で地域の課題を考える
ことがきっかけで、HUGの実施に繋がった。まちセンスタッフ
はHUG実施の経験を積んでいるので、地域へのレクチャー
もスムーズにおこなえた。

まちセンの強みをさらに地域へ還元できるようにHUGに限らず、他のメニュー
も紹介していきたい。(ダイレクトロード、クロスロードなど)

地域活動協議会や各種市民活動団体と
企業・専門学校・NPO等との連携促進

・衣料移動販売　共和ニットが　加島、新北野、東三国での
ふれあい喫茶時に実施。年間2回から3回実施。
・三津屋子ども会ハロウィンイベントにヴェルエヴェル紹介
・西中島盆踊り、神津盆フェスに　大阪ウェディング＆ブライ
ダル専門学校、大阪子ども専門学校ボランティア協力
・新北野まつり　大阪ハイテクノロジー専門学校ボランティア
協力
・十三キラキラまちつに大阪ウェディング＆ブライダル専門
学校、大阪こども専門学校ブース出店
・明治フレッシュネットワークと北中島地域との連携（宿題ひ
ろばでの見守り、防災訓練での資材提供など）
・新コスモス電機　野中地域防災フェスにブース出展
・㈱ニュージェック　野中地域防災フェスにブース出展
・高知家　野中、神津地域防災訓練ブース出展
・JPモーメントと三国商店街活性事業
・西中島の薬剤師高見さんと三国いきいき教室での講義連
携
■よどまち未来セッション
・「YODO-MIRAIフェス」にてPayPayの実証実験で新東三国
地域と連携
・ホワイトボードミーティングにて、講師ちょんせいこさんの講
座を実施
参加者　12名出席

・企業、専門学校等と地域とは、複数年にわたって継続した
連携を保っている。

・地域の特性やこれまでの経緯、組織のルール（地活協の
進め方など）を相手がすでに理解しているため、打ち合わ
せ、当日の運営もスムーズにすすめることができた。

・お互いの強みだけでなく「苦手なこと」や「超えてはならな
いライン（企業のコンプライアンスや、地域の慣習など）」も把
握できるため、お互いに無理のない、心理的安全性のある
持続可能な協力体制を整えることができた。

・連携事例を見える化し、好事例として他地域で活用できるよう広報をしてい
くことが必要である。

左記の支援効果 左記の状況及び効果を踏まえた課題分析と今後の改善策等

若い世代に向けた地域活動の情報発信
強化を通じた身近な地域活動への参加促
進

■各地域の情報誌に加え、「地活協ってなぁーに～」、町会
加入促進チラシなどを区役所1階情報コーナーに配架した。

来庁舎向けに地域情報コーナーの充実をおこなうことで、一
定の効果があると考えている。

地域の情報誌発行が少ない地域に対しては配架の工夫を今後もしていきた
いと思う。

支援策（取組）名称
事業者選定時における企画提案（事

業計画書）の概要
支援状況（実績）
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